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1. はじめに  

大地震の発生後に余効変動が発生することはよく知られている．余効変動の発生メカニズムは，間

隙弾性緩和，余効すべり，粘弾性緩和の三つが考えられている．近年の観測網の整備，観測技術の発

展により，余効変動は単独のメカニズムで説明することは難しく，複数のメカニズムで生じる現象で

あることが明らかにされつつある．また，地震が発生する地域によって地殻構造や断層の特性が異な

るために，普遍的なモデルを構築することが困難であり，複数の事例を重ねて，共通する事項や異な

る事項を丹念に集積していくことが重要である．余効変動は数年から数十年の長期間継続することが

知られている．的確な地殻活動の監視のためには，適切なモデルに基づいて余効変動の影響を除去す

る必要がある．そのためには，余効変動の発生メカニズムを理解し，適切なモデルに基づいて余効変

動の影響を評価しておくことが重要である．  

 

2. 研究内容  

本年度は，近年発生した大規模な内陸地震の一つである令和６年能登半島地震の余効変動のモデル

化を実施した．観測データは，GEONET の日々の座標値 F5 解を使用した．三隅観測点を固定局とし

て，2021 年 12 月 31 日から 2023 年 12 月 31 日までの 2 年間のデータから一次トレンド成分と年周成

分を推定し，元の時系列データから除去した．得られた地震後 10 か月間（2024 年 1 月 2 日から 11 月

2 日まで）の余効変動を図-1a に示す．この観測された地震後 10 か月間の余効変動の発生メカニズム

として，間隙弾性緩和，余効すべり，粘弾性緩和の三つを検討し，余効変動のモデル化を試みた．  

 

3. 得られた成果  

3.1 間隙弾性緩和  

間隙弾性緩和による変動は，地震直後の間隙水が存在する状態（非排水条件，高ポアソン比）から，

十分な時間が経過した間隙水が移動した状態（排水条件，低ポアソン比）への遷移の結果として解釈

される．異なるポアソン比を仮定して断層運動による地殻変動を計算し，両者の差をとることで簡単

な推定を行うことができる．Yang et al. (2024) に従い，非排水及び排水条件のポアソン比をそれぞれ

0.34 と 0.25 に設定し，水藤ほか（2024）の断層モデルを使用して地震時の変位場を計算した．間隙弾

性緩和による変動パターンは，観測されている変動パターンとは大きく異なっている（図-1b）．観測

結果では能登半島全域から新潟県に至る広い範囲に広がっているが，間隙弾性緩和による変動は断層

近傍の局所的な場所に限られている．そのため間隙弾性緩和は余効変動の主要因ではないと考えた． 

 

3.2 余効すべり  

余効すべりは，地震時の断層面又はその延長線上で発生するゆっくりとした断層すべりと考えられ

ている．水藤ほか（2024）の三つの矩形断層の断層面をそれぞれ走向と傾斜方向に沿って延長し，長

さ 4 km，幅 3 km の小断層に分割した断層面を設定した．断層面の位置，大きさ，走向，傾斜は固定
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し，すべり量とすべり方向は，川畑・宗包（2021）の MCMC 法を使用して決定した．能登半島と佐渡

島の間の海域では最大 3 m の大きなすべりが推定された（図-2a）．また，能登半島の北岸と西岸でも

最大 3 m のすべりが推定された．どちらの地域でもすべりは地表近くの浅い場所に推定されている．

余効すべりのみのモデルでは，水平方向の変動はほぼ説明できる（図-1c）．しかし，上下変動は定性

的には説明できるものの，定量的には難しく，能登半島の沈降，新潟県・富山県の隆起，舳倉島の沈

降などは変動量が半分以下となったところもあった． 

 

3.3 粘弾性緩和  

粘弾性緩和は，上部マントル又は下部地殻における本震に伴う急激な応力変化によって生じる粘性

流動である．粘弾性応答の計算には，Wang et al. (2006)の計算コード PSGRN/PSCMP を用いた．地震

時の断層モデルは，水藤ほか（2024）の断層モデルを用いた．粘弾性モデルにはバーガースレオロジ

ーを仮定した．バーガースレオロジーは，マクスウェル部とフォークト部の二つの部分から成り，そ

れぞれ剛性率と粘性率の二つのパラメータを必要とする．ここでは，マクスウェル部とフォークト部

の粘性率の比を 10:1，剛性率を 1:1 とした．特に断りのない限り，粘性率はマクスウェル部の値を示

す．構造は水平二層構造とした．弾性層の剛性率とポアソン比はそれぞれ 34.25 GPa，0.23，その下の

粘弾性層では 70.89 GPa，0.24 とした（CRUST 1.0; Laske et al., 2013）．弾性層の最適な厚さと粘弾性層

の粘性率はグリッドサーチで決定した．グリッドサーチでは，震央から 200 km 以内の観測点の水平及

び上下変位の残差二乗和が最小となる値を探索した．その結果，弾性層の最適な厚さと粘性率はそれ

ぞれ 30 km，8 × 1018 Paꞏs であると推定された．  

粘弾性緩和により能登半島から新潟県，富山県にかけて北西方向の変動が生じる（図-1d）．また，

舳倉島では南東方向の変動が生じる．能登半島西部では変動がほとんどないか，僅かであるのも特徴

である．一方，上下変動は，震源域周辺の能登半島で大きな沈降が生じ，新潟県から富山県にかけて

僅かな隆起が生じた．粘弾性緩和は，観測された余効変動の特徴をおおむね説明できるが，上下変動

の大きさを十分に再現できていない．能登半島の沈降量は小さく，新潟県と富山県の隆起もやや小さ

い．舳倉島の沈降も再現できなかった．  

 

3.4 最適モデル  

前述のように，間隙弾性緩和は，その変形が震源域付近に限られているため除外した（図-1b）．水

平変動は，粘弾性緩和又は余効すべりで説明できる（図-1c，1d）．メカニズムを決定するための鍵と

なるのは，上下変動である．余効すべりと粘弾性緩和は，どちらも上下変動を定性的に説明できるが，

定量的に説明することは困難であった．さらに，どちらのメカニズムも舳倉島の沈降を説明すること

はできなかった．言い換えれば，観測された水平変動と上下変動を単一のメカニズムで説明すること

はできなかった．  

まず，余効すべりについて考える．余効すべりで上下変動を定量的に説明するには，大きなすべり

が必要である．しかし，水平変動は既に定量的に説明されているため，すべり量を増やすことは困難

である．さらに，現状の断層面の位置を考えると，断層面から 50 km 離れた舳倉島で沈降を生じさせ

ることは難しい．水平方向の変動パターンや余震分布を考慮すると，断層の位置やすべり方向が異な

る可能性は低いため，ここでは断層面の更なる変更については議論しない． 

次に，粘弾性緩和について考える．前節では，残差の二乗和が最小となる弾性層の厚さは 30 km と

推定された．しかし，弾性層の厚さが異なると，結果として生じる変動パターンは大きく変化する．

弾性層の厚さが 30 km のとき，能登（960574），穴水（020972），能登島（960576）は沈下し，氷見（020966）
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と舳倉島（950252）は隆起した（図-3a）．しかし，弾性層の厚さが増加するにつれて，沈降領域が拡大

した．厚さが 35 km 以上の場合，氷見（020966）や舳倉島（950252）を含む，ここに挙げた五つの観

測点は全て沈降した（図-3b，3c）．  

これらの結果を考慮して，弾性層の厚さが少なくとも 35 km 以上でなければならないという制約を

加えると，最適なパラメータ値は弾性層の厚さ 40 km，粘性率 4 × 1018 Paꞏs と推定された．これらのパ

ラメータの場合，能登半島の沈降と新潟県の隆起は定量的にも説明できる（図-4b）．また，舳倉島観

測点の沈降も説明できる．しかし，能登半島の水平変位は定量的に説明できなかった（図-4a）．粘弾

性緩和による変動を除去すると，能登半島には系統的な北西方向の水平変位が残った（図-4c，4d）．

しかし，この北西方向の変動パターンは余効すべりによって説明できると考えられる．これらの残差

を用いて，前節と同じ断層面を仮定して断層すべりを推定した．その結果，能登半島北部では 1 m 弱

のすべりが推定された（図-2b）．北西方向の水平変動は説明でき（図-5a，5c），上下変動について，僅

かな残差のみが残った（図-5b，5d）．以上から，最適な余効変動モデルは粘弾性応答に支配され，余

効すべりの影響は能登半島北部の狭い範囲に限定されていることが分かった． 

 

4. 結論  

2024 年 1 月 1 日に発生した令和６年能登半島地震の余効変動のメカニズムを検討した．間隙弾性緩

和による変形パターンは断層付近の局所的な領域に限定されるため，余効変動の主な要因とは考えら

れない．余効すべりと粘弾性緩和はどちらも水平変動をほぼ説明できたが，上下変動を定量的に説明

することができなかった．単一のメカニズムでは，観測された全ての変形を説明できなかった．複数

のメカニズムを考慮するための鍵は，上下変動，特に震源域の北西に位置する唯一の観測点である舳

倉島観測点の沈降であった．舳倉島と能登半島南岸が沈下するという制約に基づいて，粘弾性緩和を

支配するパラメータを制約して，粘弾性緩和による変形を取り除いた後に余効すべりを推定した．こ

れにより，水平変動と上下変動の観測値を説明できた．弾性層の最適な厚さと粘性率は，40 km と

4 × 1018 Paꞏs と推定された．余効すべりは能登半島北部に推定された．地震後 10 か月間の余効変動で

は粘弾性緩和が支配的で，余効すべりの影響は能登半島北部に限定されていた．余効すべりのみを考

慮した場合と最適モデルの場合では，すべり分布は大きく異なっていた．したがって，一つのメカニ

ズムのみを考慮した場合，誤った解釈をするリスクがあることに注意する必要がある．  
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図-1 余効変動の（a）観測値,（b）間隙弾性緩和による変動，（c）余効すべりによる変動，（d）粘弾性緩

和による変動． 

 

  

図-2 推定された余効すべり分布．（a）観測値から推定．（b）粘弾性変形を取り除いたデータから推定． 
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図-3 粘弾性緩和による変動．（a）弾性層の厚さ 30 km．（b）弾性層の厚さ 35 km．（c）弾性層の厚さ 40 km． 

 

  

  
図-4 粘弾性緩和による変動．（a）水平変動の観測値と計算値の比較．（b）上下変動の観測値と計算値の比

較．（c）水平変動の残差．（d）上下変動の残差． 
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図-5 余効すべりによる変動．（a）水平変動の観測値から粘弾性変形を取り除いたデータと計算値の比較．

（b）上下変動の観測値から粘弾性変形を取り除いたデータと計算値の比較．（c）水平変動の残差．

（d）上下変動の残差． 
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